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20．排水路の形状・構造と適用条件 1）～6） 
（基準 第 3章 3.7.4 関連） 

 

改良山成工等で造成された畑地帯における雨水排除を目的とした排水路の系統は、図-20.1 に示

される。地表排水は、畑地及び法面を流下し、比較的緩勾配の承水路で捕水され、承水路→ほ場内沈砂

池→シュート工→集水桝→集水路→集水桝→排水路→末端沈砂池→地区外という経路で排水される。 

排水計画の基本的な考え方や排水路の配置、構造、勾配、護岸等の基本的事項については、土地

改良事業計画設計基準・計画「農地保全」及び同計画「排水」に準ずる。ここでは、特に承水路、

集水路、関連排水施設等の構造について記述する。また、急傾斜部等における屈曲部の新たな処理

工法として効果が期待されるらせん流方式水路について、その構造等を記す。 

 

 

図-20.1 傾斜畑内における排水系統図 

20.1 排水系統について 

20.1.1 承水路 

承水路は、ほ場内の排水のために等高線とほぼ平行に配置されるため、水路勾配は緩やかであり、

一般的には 1/50～1/30 程度である。土水路又は草生水路の状態となっている場合もあるが、経済

性や事業効果の面から、コンクリート U 字溝、半円管、角フリューム水路等の構造にする場合

が多い。 

（1）承水畦 

豪雨時に、一時的な畑面貯留によって土砂沈積を図り、畑面流出を効果的に分散することを目

的として、通水断面の大きな畦型承水路（以下「承水畦」という。）をほ区の縁辺部や畑面内に

設けることがある。承水畦とは、傾斜畑の途中に水田と同じ様な畦畔を設け、上流からの流出水

を承水畦の上流部にできる空間を利用することによって承水路と同じ機能を持たせるものである。

従来の溝型の承水路に比べて通水断面を大きくとることができ、流出してくる土砂やごみによっ

て埋没することも少ない。 

承水畦は設置位置によって、①畑面畦、②法肩畦、③承水畦兼用道路に分類され、その構造は、
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図-20.2 に示すとおりである。①の畑面畦は、等高線方向に設置するが、その間隔は畑面勾配、

リル発生限界長及び耕区の境界と一致するように設けることが望ましい。長い畑斜面を流下し畑

面洗掘の原因となる表面流出水を中間で捕らえ、含有する流動耕土を沈殿させる機能を有する。

しかし、耕作の障害になりやすくつぶれ地になる可能性も高いので、畑造成直後に施工し、畑面

が安定する 2～3年後に撤去し、畑土壌に戻すことも配慮して、畑面畦は耕土で築立しておく。②

の法肩畦は、傾斜する畑面の末端部（縁辺部）に設ける承水畦であり、畑面流出水の盛土法面洗

掘や崩壊を防ぐとともに流動耕土を貯留する機能を有する。このような畑面畦や法肩畦は、人力

土羽やそれに近い施工により十分な転圧が行われていない場合は出水に際して決壊するおそれが

あるので、ブルドーザー履帯等の重機転圧で堅固に築造する。③の承水畦兼用道路は、その配置

によって（a）水兼道路型と（b）堤防型に分けられる。（a）の水兼道路型は、横断勾配を C点側

に片勾配とし、路肩 BC 間はトラクターがどこからでも進入できる勾配（30～40％）とする。洪水

時には AB 路面の一部も水路の法面となるから水兼道路であり、路床を高めてあるから道路全体が

畦と同じ働きをする。（b）の堤防型は、湛水深が 50cm 以上になる箇所に設ける。 

②法肩畦 ①畑面畦 

 

 

 

 

 

③承水畦兼用道路 

 

 

 

 

（a）水兼道路型 

 

 

 

 

（b）堤防型 

図-20.2 承水畦の種類と構造の例 

 

（2）土水路及び草生水路 

土水路又は草生水路の場合は、流出水によって内面が洗掘されることを防ぐため、流速が限界

流速（土水路で 1m/s、草生水路で 1.5m/s）以下になるように底勾配を決定する。さらに、耕地か

らの流出水を受けやすくするため数箇所に欠口を設けるようにするのがよい。その場合、土砂流

入を防ぐため欠口部に草生を施すか、又はフィルターを施して流入水をろ過するような工夫を講
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じることが必要である。 

（3）コンクリート製水路 

断面の小さい水路（図-20.3）は、侵食された畑地の表土によって断面を埋められてしまうおそ

れがあること、また重量のあるコンクリート水路は持ち運びが不便であるなどの欠点から、図

-20.4 のような広幅水路が普及している。広幅水路を適用することによって維持管理が容易にな

り、さらに手車等による生産物の搬出の際にも利用できる。幅員 2m 以上の広幅水路では、軽四輪

及び耕うん機程度であれば通行も可能であり、水路と同時に管理道と耕作道を兼ねたものと考え

られる。このため、勾配は約 1/6 以下程度としている。それ以上の勾配では車がスリップして上

がれないことから、できれば 1/10 以下が望ましい。 

しかし、改良山成畑工等を施工した直後など、地盤が安定していない状態でコンクリート製品

等を使用すると両側が洗掘され浮き上がるおそれがあるので、水路の両側にウイングを出すか、

ソイルセメントによる幅広い U型の承水路が有効である。コンクリート製承水路の側壁の裏込め

や底版の基礎等に砂利又は石礫を用いるとかえって洗掘を誘発することがあるので避けるように

する。 

 

図-20.3 角フリューム水路の標準断面 

 

 

図-20.4 広幅水路（承水路）の例 

20.1.2 集水路 
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承水路からの水を集める集水路や排水路は、等高線と直角に 200～300m 間隔で配置されることが

多く、ほ場の造成勾配と等しくなる。一般的な造成勾配の範囲が 4°～8°を採用していることから、

水路勾配表示にすれば 1/14.3～1/7.1 となり、コンクリート水路では流れの領域は射流となる。し

たがって、これらの水路は急流となり掃流力が大きいことから急流水路工としての設計が必要で、

耐侵食性を考慮してＵ字溝等のコンクリート二次製品水路、現場打ちのコンクリート水路等のライ

ニング水路が原則である。 

集水路では流れが射流となるので水路内の微小な不陸に起因した飛散現象が発生しやすく、水流

が分散して発生する飛沫によって水路周辺部が洗掘される。この対策として、図-20.5 に示すよう

に、水路断面に飛散高に相当するフリーボードを設けたり、水路周辺部をライニングする必要があ

る。飛散現象から必要となる最小必要水路高は、想定される水路底の不陸高（想定不陸高）や水路

勾配等から表-20.1によって求められる。図-20.6は具体的な施工例であるが、側面を平ブロックで

保護することにより、コンクリート水路を流下する水流の飛沫を捕らえるとともに、設計以上の洪

水が流下した場合の流路としての機能をもたせたものである。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 図-20.5 飛散高を考慮した水路断面 図-20.6 飛散高を考慮した具体的施工例 

 

用排水路を射流水路とする場合、常流水路の余裕高算定式は適用できないため、射流水路におけ

る余裕高を算定する必要がある。特に小規模急勾配水路の余裕高は、①水路内の微妙な不陸が原因

となる水流の飛散による水面変動、②転波列に見られる等流の不安定性による水面動揺等を考慮す

る必要がある。 

一般には、小規模な射流水路（設計流量 Q＝0.1m3/s 未満）に用いられる余裕高算定式として、

式（20.1）がある。 

Fb＝C・V・h1/2 ………………………………………………………………………………（20.1） 

ここに、Fb：余裕高（m） 

 V ：平均流速（m/s） 

 h ：水深（m） 

 C ：係数（長方形水路 0.1、台形水路 0.13） 

 

しかしながら、飛散現象では必ずしも最大流量時に最大の余裕高を必要とするわけではなく、微

少な不陸が流れに大きく影響する小流量時に必要となる場合がある。その飛散現象に対する余裕高
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は、式（20.2）で示される。 

Fb＝・＋Fv    ・       ＋Fv ………………………………………………（20.2） 

ここに、Fb：飛散に対する余裕高（m） 

β：1.275 

k ：想定される水路底不陸高（想定不陸高）（m） 

q ：単位幅当たりの流量（m3/s/m） 

θ ：水路底の傾斜角（°） 

n ：マニング公式の粗度係数 

I ：水路勾配 

Fv ：飛散高の変動（0.10m） 

 

実用的には、飛散現象から考慮される最小必要水路壁高は、式（20.2）を利用することで表-20.1

に示すように明らかにされている。このため、表-20.1 の最小必要水路壁高と計画最大流量時にお

いて式（20.1）による余裕高から求めた水路壁高とを比較し、大きい方を採用すればよい。なお、

想定不陸高は一般的な条件での施工状況であれば k=10mm 程度とする。 

表-20.1からわかるように水路勾配が1/5より急になると、急激に断面が大きくなるところから、

経済性及び安全性の面より開水路の急勾配水路の適用範囲は、I＝1/5 を最急勾配の目安とすべきで

ある。また、最小断面は維持管理面から U300 程度が望ましい。 

 

表-20.1 飛散現象から考慮すべき最小必要水路壁高 

（単位：m） 

水路勾配

想定不陸高（mm） 
1/10 1/5 1/2.5 1/2 

 5 - 0.30 0.50 0.60 

10 0.35 0.55 1.00 1.30 

20 0.65 1.20 - - 

注）粗度係数：0.012､平均流速に対する補正係数：1.275､飛散高の変動に対する余

裕：0.10m 

 

また、水路基盤及び周辺部の侵食を防止するために、止水壁、土のう又はコンクリートライニン

グで保護する必要がある。雨水を水路に入れるためと床止工（帯工）を兼ねた止水壁（図-20.7（a））

を設置する場合の間隔の目安は表-20.2 のとおりである。なお、止水壁の材質が型枠合板ベニヤで

あるのは、地盤や構造物が安定するまでの数年間保てばよいことと、低コストでの施工が可能であ

ることによる。 

 

 

 

表-20.2 止水壁設置間隔 

β4 

cosθ

k2・I1.2 
2・g・q0.4・n2.4
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（単位：m） 

勾 配 止水壁の設置間隔 

1/50 以下 50m に 1 か所 

1/20～1/50 分母の数（m）に 1か所 

1/10～1/20 15m に 1 か所 

1/10 以上 10m に 1 か所 

 

（a）合板ベニヤ止水壁構造図 

 

 

 

 

 

 

 

（b）植生土のう設置構造図 

 

 

 

 

 

（c）コンクリートライニング構造図 

 

 

 

 

 

 

図-20.7 コンクリート水路周辺部の侵食防止工法 

 

水路底が 1/5 以上の急勾配で特別な場合は、集水路を階段にして、減勢工と同時に無降雨時の作

業用通路として使用している例がある（図-20.8）。階段工は、流量が多くなる場合や流速が速い場

合には完全な減勢が行われず、越流によりかえって災害発生の原因になることがあるので、適用に

ついては流量及び流速に留意した上で検討しなければならない。階段水路の幅は歩行上 0.5m 以上で、

階段の高さは 0.15～0.20m 程度が適当であり、農業者の老齢化から現在では 0.15m のものが多い。

また、基底流量のあるものは、コケ等が生えて階段部が歩きにくくなるため、小溝を設ける必要が

ある。 
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図-20.8 階段式集水路 

 

〔参 考〕 

○階段式集水路の断面決定（地区事例） 

この地区では、水路が急勾配であるため落差工による静水池長が確保できない場合、自然の大

きな落差を床止工（帯工）による落差で処理し、流速緩和のため水路底版を階段式とした。 

階段工を適用する勾配は、原則として 1/5 以上の急勾配として、底版水平長の最長を施工性よ

り 1.20～1.30m 程度までとして、1つの階段高を 0.25～0.30m とした。 

階段式集水路の断面決定の際に用いた愛媛大学教授 辻 正造氏の実験公式について、以下に

示す。 

 

階段式水路側壁高の算定 

H＝hw＋d′……………………………………………………………………………………（20.3） 

hw＝0.7                 …………………………………………（20.4） 

 

hc＝
3

 ………………………………………………………………………………（20.5） 

 

ここに、H：側壁高（m）、Q：洪水量（m3/s）、hw：計算水深（m）、hc：限界水深（m）、 

B：水路底幅（m）、d′：余裕高（dとしている）、d：階段の高さ（m） 

 

 

 

 

 

Q 2  
g×B 2  

コンクリート
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図-20.9 愛媛大学辻教授の実験公式による壁高と通水量 

 

20.1.3 排水路 

排水路は、集水路からの流出水を集め、河川や自然流路に放流する水路であり、主に低位部に設

置又は自然の渓流等を利用している。その一方で、急傾斜地の排水路は、その勾配が急なため限界

流速を超える場合が多い。また、特殊土壌地帯等の土壌侵食を生じやすい地域では、地盤自体が水

に弱いので、水路構造や下流河川等の取り付け部には特に注意を払わなければならない。急傾斜地

又は特殊土壌地帯に設ける排水路工の計画設計上の留意事項は以下のとおりである。 

（1）集水路と合流する箇所又は水面落差が大きい箇所には、水クッションを有する落差工を設け

る（図-20.10参照）。この場合、飛沫水処理のためウィング等が必要である。急流排水路に曲

線半径の小さい曲線部を設けたり、直角に曲がる部分を設けるとその部分で遠心力により水面

が傾斜したり、水面が上昇したりして越流する危険性があるので、排水路の線形には十分な配

慮が必要である。 

（2）農地保全以外の事業の場合、排水路は一般に側面全体に護岸を施工しないのが普通であるが、

農地保全事業の場合、10 年確率洪水位まで護岸を施工し、フリーボードは土羽とする。比較的

小さな排水路の場合には、Ｌ型ブロックを利用した水路又は現場打ちの三面張り鉄筋コンクリ

ート水路とする。 

（3）農地保全地区では、一般に流亡土砂量が多く、排水路に土砂が滞積しやすいので、一般的に

行われる沈砂地等による流出防止対策のほかに、定期的な排砂が必要となる。排砂の方法とし

ては、油圧式ゲート、角落し、スルースゲート等を利用して、下流に排砂する（水位を高め、

急激に開門して、斜流を生じさせる）ことも検討してみる必要がある。 

（4）排水路を斜面法先部に設ける場合、法先から少なくとも 50cm 以上離して設けるとともに（図

-20.11）、入念な斜面安定工法によって斜面崩壊土が直接排水路に落下しないように留意しな

ければならない。 
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図-20.10 水クッション落差工の例 

 

図-20.11 斜面法先部に設ける排水路 

 

20.1.4 水路兼用農道 

農道が、降雨時に雨水が集中し排水路となる場合は、排水路と農道を区分してそれぞれ整備する

よりも排水路の機能と農道の機能を兼ね備えた一体の施設として整備した方が有利な場合がある。 

水路兼用農道は、排水路として配置された位置に農道を設けたいという要望から、広幅水路に多少

の土砂が滞積しても排水能力がある水路の形をした農道として生まれたものである。 

水路兼用農道の配置又は構造を考える場合、農道としての機能だけでなく農道が排水路の一部に

なることを十分考慮したものでなければならない。 

水路兼用農道の設計に当たっては、降雨の出水時における排水対策、切土部分等からの漏水又は

湧水処理対策、路面のスリップ防止対策等に留意することが必要である。農道は 2t 車（幅 1.7m）

と軽四輪車（幅 1.5m）がすれ違うことができるものとし、幅員は 3.5m 以上とするのが一般的であ

る。また、勾配が 12%以下の場合はアスファルト舗装、勾配が 12%を超える場合はコンクリート舗装

を原則とする。 

構造は、降雨時の流出水処理が円滑に行われるとともに、極力過大な水深にならないようにする

ことが必要であり、このために図-20.12の（b）及び（c）に示すように山側に L型側溝又は U字溝

を設けることがある。また、集水溝、雨水桝等を設けること、土砂、枝葉等による詰りを生じない

構造とすること、維持管理を徹底させること等が必要である。水路兼用農道の断面については、幅

は農道として必要なものとし、谷側の側壁は計画流量を流下させるのに必要な高さとして決定する

が、その最小高さは車両の安全を考慮して 15cm 程度とするのがよい。また、道路勾配の変化する箇

所（凹地）には横断工を設置し、路面の排水を湛水させることなく排水路に流下させる。 
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図-20.12 水路兼用農道の例 

 

20.1.5 承水路を側溝とする農道 

傾斜地に農道を配置する場合、等高線方向の道路が主体となり、その道路の側溝は承水路となる

ことが多いので、農作業上の道路機能だけから農道の配置を計画したのでは不十分である。農道の

側溝が承水路としての機能を十分果たすように、次のことを留意する必要がある。 

① 傾斜地では、ほ場面の状況や土性によっては土壌侵食を起こしやすいので、ほ場周辺に草生

帯を設けて侵食を抑制するか、山側に設けた側溝（承水路）で沈砂してから排水する。 

② 側溝に多量の水が停滞すると、道路侵食や山側斜面の脚部侵食の原因となるので、側溝の水

はなるべく速やかに排水する。 

③ 積雪地帯では、切通し部分や片切の山側では吹き溜まりとなるので、十分余裕をもって切り

取るか、側溝を大きくして、融雪期の残雪によって排水機能が低下することを防ぐとともに、

山側からの押し水の排除を十分に行い得るようにする。 

④ 側溝の山腹斜面は、水抜きを設けて浸潤線を低下させるとともに、植生又は法枠工法等の法

面保護工を施して、承水路が崩落土砂で埋まらないように配慮する。 
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20.1.6 付帯施設 

集水路の勾配が急であって、かつ、その流量が大きく斜流を生じる場合には、縦断勾配の変化す

る箇所に、図-20.13のような整流と土砂溜の機能を兼ねた整流槽を設けるか、又は急流工や落差工

を設けて、水路の安全性を確保することが必要である。 

 

 

 

 

 

 

図-20.13 整流槽の一例 

 

集水桝は承水路と集水路等の合流点に、屈折桝は急流部の屈折部に設けられる。構造は、円筒又

はボックス型のコンクリート二次製品に欠口部を設け水路と接続させている場合が多い。その機能

は、土砂溜の機能を持つとともに、特に射流の減勢及び流向を変更させることにある。図-20.14は、

90 ﾟの屈折桝の模式図である。水理設計上の要点は、水のエネルギーを効果的に減殺するために屈

折桝内で跳水が発生するような桝の長さ Lb を式（20.6）で決定すること、桝の高さについては式

（20.7）で得られる h2に余裕高 15cm を加えた高さにすることである。また、桝の形状は一般的に正

方形とするが、計算上、極端に Lbが大きくなる場合には、流入水路幅の 2～3倍の長さ Laを確保す

るのがよい。 

Lb＞（6.23F1－14.04）h1 …………………………………………………………………（20.6） 

 

h2＝ ………………………………………………………………（20.7） 

 

ここに、F1：上流側フルード数、h1：上流水深（m）、h2：対面壁下流水深（m）、q：単位幅

流量（m2/s）、v1：上流流速（m/s）、g：重力加速度（m/s2）、d：静水池の深さ（0.10～0.15m） 

 

 

 （a）平面流況 （b）流入部 （c）流出部 

図-20.14 屈折桝（90 ﾟ）の水理設計上の断面 

 

シュート工は、長大法面に沿って流下する法面排水路となり、水路勾配は法面勾配と等しい。切

（2qv1＋g（h1＋d）2 

g 
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土、盛土の一般的勾配は 1/2～1/1 であるため、水理学上、高速斜流が流下する。シュート工は、管

路式及び開水路式に大別され、水路構造としてはコンクリート二次製品水路及び円管や流水の減勢

を図るためにコルゲート管を使用する場合がある。開水路式では、水路周辺部の侵食を防止するた

めに、図-20.5、図-20.6、図-20.7（b）、（c）に示すような保護を行う。なお、管路式シュート工

の詳細については、土地改良事業計画設計基準・計画「ほ場整備（水田）」を参考とする。 

地区外への土砂流亡を防止するとともに、水路内の土砂滞積による水路能力の低下を防止するこ

とを目的として、承水路及び集水路内に適当な間隔で土砂溜工を設置する。同様の目的により、承

水路と集水路の合流点、集水路の中間の勾配が急変する箇所、又は集水路の末端に、集水桝又は整

流槽の機能を備えた沈砂槽を設置する。土砂の許容流亡量は、土質、地形、植被等の様々な要因に

支配されるので一様にはいえない。したがって、土砂溜の容量決定に当たっては、地区の実情を考

慮して決定する。さらに、集水路は一般に流速が大きいので流亡土砂が滞積することは少ないが、

枝葉等が合流槽、整流槽等に滞積して流出水の越流を起こす原因となることがある。このため集水

路は、枝葉等の落下する位置を避けるように配置し、合流槽は溜まった土砂の排除等の維持管理が

容易な構造とする。水源が乏しく、防除用水等の営農用水の確保に困難をきたしている地帯では、

土砂溜水槽等に用水を確保するための必要な措置を講じて用水として利用しているところがある。

土砂溜水槽の水を用水として積極的に活用することは、土砂の排除が十分になされることにもなり

施設の維持管理上からも好ましいものといえる。さらに、土砂溜水槽や沈砂槽に滞積した肥沃な土

を耕地に戻すことは、耕地の地力低下を防止する上でも有効である。 

 

20.1.7 流末部 

地区末端から下流河川まで通水能力の検討は十分に行う必要がある。地区下流端の放流点のみの

通水能力を検討するだけでなく、下流河川の影響が及ぶ全区間にわたって検討し、安全対策を講ず

る必要がある。特に狭窄部となる暗きょ、樋門等は十分な検討が必要である。その結果、明らかに

断面が不足する場合は、河川管理者と河川改修の確認をする必要がある。さらに、下流河川との取

り付け部には流末工を施工し、合流部の安定を確保しなければいけないが、河川法に基づく河川に

ついては、河川管理者と協議の上、流末工を設計しなければならない。 

 

20.2 排水路における留意事項 

20.2.1 施工に関する留意事項 

排水路の施工順序は、下流から施工する。もし、承水路が先に完成し集水路が完成していない場

合にはかえって災害を招く結果になる。また、集水路や幹線排水路は下端ほど排水量が大きくなる

ので排水量の増加に相応した排水断面としなければならない。排水路流末部の自然河川等への接続

については、従来より流量が大きくなることを計画段階で十分配慮しなければならない。 

 

20.2.2 道路配置に関する留意事項 

排水路が道路の側溝として併用されている場合には、道路の路面排水量を加算した量が排水量と

なる。また、道路が排水路の役目を果たす場合、その路面流出水の排水吐出口の位置に注意すると

ともに、路面流出水があまり集中しないように遮断捕捉し、排水路に導くよう水切り帯を設けるこ

とを検討する。排水路と道路の交差部分では、管水路等で通過させることが多いが、閉塞のおそれ
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があるので橋梁型あるいは平面交差型についても検討する。 

 

20.2.3 急傾斜部における留意事項 

急傾斜地や中山間地において施工される水路は、地形上急勾配でありながら屈曲する場合が頻繁

に生じ、跳水や越流といった平地とは異なる水理現象が見られる。例えば、長方形断面水路が急勾

配で屈曲した場合、水路を流下する流水は高速流となるため、側壁に衝突した後水路壁を飛び越え

水路外に溢水することがある。その結果、長方形断面水路では水路周辺の土羽を崩壊させ、水路の

破壊を生じることとなる。したがって、高速で流下する水の低減対策が必要となるが、整流槽等の

規模は高速であればあるほど大きくなり、事業費の増加につながる。そのため、急傾斜部に水路を

施工する場合、管水路を用いることが多いが、管水路では通水阻害の原因となる流木や土砂が内部

に混入した場合等除去が困難で維持管理費もかかる。急流傾斜部における水路方式の検討に当たっ

ては、以上のことを考慮の上選定する必要がある。 

 

〔参 考〕 

○らせん流方式水路（宮崎大学 秋吉教授考案） 

ここでは、開水路ながら安全かつスムーズな流水制御が可能であるらせん流方式水路について

紹介する。その構造は図-20.15に示すように、長方形断面水路の屈曲部より下流にある長方形断

面水路の水路壁を円弧状の構造とするものである。この構造にすることで、屈曲部で高速流が側

壁に衝突し、上向きのエネルギーをらせん流の回転エネルギーに変換し、急勾配で屈曲する水路

内の流水をスムーズな流れで流下させようとするものである。 

 

 

 

 

 

 

 長方形水路断面 らせん流方式断面 

 

 

 

 

 

 

 

 

図-20.15 らせん流方式水路の断面と流況概念図 

 

ここで、水理模型実験による状況の一例を示す。図-20.16に示す長方形断面水路（屈曲部（屈曲

角度 45 ﾟ）の直下流部）では、水路が屈曲する地点にて流水はジャンプし、溢水することが確認で

きる。一方、図-20.17に示すらせん流方式水路（屈曲部（屈曲角度 45 ﾟ）の直下流部）では、同じ
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屈曲角度にもかかわらず全く跳水のないスムーズな流水であることが確認できる。なお、実験では

屈曲角度 90°まで、スムーズに流下することを確認している。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図-20.16 長方形断面水路（屈曲角度 45°） 図-20.17 らせん流方式水路 

 （屈曲角度 45°） 

 

なお、らせん流方式水路の施工実績は、屈曲角度は 65°までで、ため池の放水路等での事例であ

るが、福岡、宮崎、長崎県等九州地方にある。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図-20.18 宮崎市瓜生野北ノ迫地区：ため池洪水吐での使用事例 

 （屈曲角度 45 ﾟ） 

 

以下に、らせん流方式水路の断面、水路長等の決定方法について記載する。 

ア．らせん流方式水路断面の決定方法 

まず、底幅 bについて、実験の結果から与えられた関係式（20.8）より求める。 

b＝0.071×Q＋0.723 ………………………………………………………………………（20.8） 

b：水路底幅（m） 

Q ：計画流量（m3/s） 
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次に、直径φについてであるが、決定条件としては、急勾配の上流側水路を流下する高速流を、

一旦完全にらせん流方式水路内に流入させなければならない。よって、上流側水路末端部での流

積が重要な要因となり、流速は問題とならない。したがって、過去の実験に基づき、円弧状側壁

の断面積（図-20.19の斜線部分）が上流側水路末端部の流積よりやや大きめの断面積になるよう

な、次の式（20.9）の条件を満たす直径φを求める。 

 

 

図-20.19 円弧状側壁図 

 

上流側水路末端部での流水の流積≦らせん流水路円弧状側壁の断面積 

H×B≦πφ2/4×210°/360° ………………………………………………………………（20.9） 

H ：上流側水路末端部水深（m） 

B ：上流側水路末端部幅（m） 

φ：らせん流方式水路円弧直径（m） 

 

最後に、式（20.8）から求まった bと式（20.9）から求まったφを比較しどちらか大きな方の

値をとり、らせん流水路幅 bと円弧直径φを同一値（b＝φ）として、断面を決定することが望ま

しい。 

イ．水路長 

らせん流方式水路を流下する水流は側壁を這うように無限大の記号（∞）の流況となる。その

ため、現状では水理計算方法が確立されていない。しかし、らせん流方式水路長は、過去の実験

より式（20.9）を満足させる場合、排水路においては、12～13m 程度あればらせん流方式水路末

端で上下の振動が収束し、等流水深に落ち着くことがわかっている。したがって減勢施設等が軽

減され、低高な副ダム等の施設で対応可能である。また、下流水路勾配が水平から勾配が大きく

なるに従って、らせん流方式水路長は長くする必要がある。らせん流方式水路の勾配が 1/10 を超

える場合、水理模型実験を行い、水路長を決定することが望ましい。 

ウ．屈曲連結部の曲率半径 

上流側水路とらせん流水路との連結部は、実験結果に基づくと、らせん流方式水路底幅の 2～

2.5 倍の曲率半径で連結すればよい。 

例えば、b＝1.0m 幅の場合、縦断方向には曲率半径 2.0m～2.5m、横断方向にはらせん流方式水

路円弧直径の 1.0m で連結する構造とすると、流水はスムーズに流下するが、水路長の決定と同様

に水理模型実験を行い、曲率半径を決定することが望ましい。 

また、施工に当たっては、直線の側壁と曲線の連結部との接続を曲線的に滑らかに連結するよ

うに注意する。ちなみに、今までの施工例によると、連結部の型枠構造は、球形体を作成する際

210

φ＝b 

b
B
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に用いられる手法を用いて、ベニヤ板で作成された板片を張り合わせて球状面を作っている。 

 

 

図-20.20 らせん流水路連結部図 
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21．暗きょ排水計画の検討 
（基準 第 3章 3.7.5 関連） 

 

21.1 湿害の対策 

一般に畑地帯は、地下水が低く高燥な地帯が多いが、従来から一部の畑地帯では湿害が問題とな

るところもある。 

例えば、地下水が高い北海道十勝平野の畑作地帯、春先に凍土の上に湧水がたまる北見付近の畑

作地帯、又は地表下 20～30cm に極めて難透水性の土壌が存在する東海地方の鉱質土壌の畑作地帯等

に見られるように、一般に重粘土地帯には湿害が起きている。また、波状地形、侵食谷等を埋めて

整地を行う場合、又はほ場の均平化、階段工のための切取り部等においては湿害が起こることがあ

り、さらには砂丘地においても基底土の状況によっては湿害が発生する。湿害を除去するためには

次のような排水を行う必要がある。 

 

21.1.1 地表水の排除 

地表水がほ場内に停滞することは、湿害の大きな原因となるから、速やかに排除しなければなら

ない。このためにはほ場面には表面滞留が起こらない程度の傾斜をつけることや、必要に応じてほ

場面に小溝を掘削する等、地上の排水組織を完備することが望ましい。 

 

21.1.2 地中過剰水の排除 

ほ場の湿害には二つのタイプが考えられる。一つは地下水面が高いことに起因するものと、他の

一つは表層から 1m 以内に難透水性の土層が存在し、この上に降雨時に一時的な滞水が生ずることに

よるものである。 

前者については原則として、暗きょ排水によって根群域以下に地下水面を下げる必要がある。一

般的には常時の地下水位としては、ゴボウや長いも等の根菜類を含む普通畑及び牧草畑では地表面

下 0.6～1.0m 以上、永年作物栽培の果樹園では 0.8～1.5m 以上に保つようにするのが望ましい。な

お、地下水位に範囲があるのは、作物ごとの根群域深さや土壌の違いによって必要とする深さが異

なるためである。地下排水の方法には明きょによる方法と、暗きょによる方法がある。経費的には

明きょの方が有利であるが、明きょを深く掘ることによるつぶれ地の問題や耕作機械の走行に支障

をきたすという問題から、一般に暗きょ排水が行われる。暗きょ排水の基準は、土地改良事業計画

設計基準・計画「暗きょ排水」による。畑地の土壌構造が悪い場合には、暗きょ排水の機能が十分

発揮できないことがあるから、この場合には土層改良が必要となる。 

後者の不透水性土層が存在するときには、原則としてこの不透水性土層を破壊することが必要で

ある。この場合、ほ場全面を破壊しなくてもある間隔で破砕し、停滞水の横流動を起こさせて透水

層へ水を導くこともできる。 

なお、侵食谷等を埋めて整地する場合には谷底に吸水管を埋設することも考慮する必要がある。 
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21.2 土壌保全対策 

土壌侵食や土壌塩類集積の対策として地下排水が効果的な場合もある。 

受食性土壌の傾斜畑では、豪雨時の地表流が土壌侵食の原因となる。その対策としては、承水路

等の排水路系統を整備することは言うまでもないが、土壌を耕起することで土壌の透水性を高め、

降雨の大部分を地下浸透させ暗きょで地下排水することが地表流の減少につながり、土壌侵食抑制

に効果的である。 

さらに、流出水に含まれて流亡する土粒子や栄養成分が減少し、土壌劣化を抑制するとともに排

水河川等の水質汚濁の改善にも効果的である。 

施設畑では、土壌中に肥料等由来の養分が過剰に集積し、作物に高濃度障害が発生しやすい。そ

の対策として休閑期間中にクリーニングクロップの栽培や多量のかん水により土壌中の過剰な養分

を減らす方法が行われている。しかし、かん水による場合には地下排水条件が良くないとリーチン

グ効果が発揮できない。このような場合、作土層下部に暗きょを設け、過剰な養分を溶脱排除する

ことが必要となる。 

さらに、干拓地等の塩類濃度の高い場所で耐塩性の弱い畑作物を栽培する場合には、暗きょを設

置する等の適切な地下排水を行い、除塩を促進させる必要がある。 

 



22．土地利用形態とかんがい方法 1) 
（基準 第 3章 3.8関連） 

土地利用形態とかんがい方法については、おおよそ以下のように関連させている事例が多いが、か

んがい方法の確定に際しては、①立地条件、②営農条件、③水利条件等が関連しているため、土地改

良事業計画設計基準・計画「農業用水（畑）」を参考とすることが望ましい。 

22.1 普通畑及び牧草・飼料畑 

普通畑、牧草・飼料畑等の土地利用型畑地帯では、ほ場区画規模が大きく、またほ場内に立ち上が

り管を設けることは機械化作業上支障が大きいため、ほ場の周辺道路沿いに設置する給水栓に接続す

る地表定置式スプリンクラー又は大型のスプリンクラーが適している。 

また、普通畑のトンネル栽培やポリフィルム等を利用したマルチ栽培の場合は点滴かんがい又は多

孔管かんがいの採用も多くみられる。さらに近年、転換畑においては、地中に人為的に作られた水源

から土壌の毛管駆動力によって、根群に水分補給する地下かんがい方式を採用する例も見られる。 

22.2 樹園地 

果樹園や茶園等の樹園地では、固定式スプリンクラーを採用している例が多く、防除、施肥、営農

用水等の多目的利用として使われている事例もある。一方、階段園地では定置パイプかんがいも適応

可能である。また、条植の樹（わい化リンゴ）の場合や水源が限られた樹園地の場合は点滴かんがい

の採用もみられる。 

なお、温州みかんを中心としたカンキツの新しい栽培技術として、地表を防水・透湿性マルチシー

トで覆って、さらに、その下にドリップチューブを設置してかん水・施肥を行うことにより、水分・

栄養状況を天候に関わらず人為的に制御する栽培方式が導入されている。この栽培方法は「マルチ」

と「ドリップかんがい」の名称の一部をとって「マルドリ方式」と呼ばれ、適度な水分ストレス管理

による果実の品質向上やかん水・施肥労力の低減、苗木の生長促進、マルチによる抑草効果で防除作

業の省力化に効果を発揮している。2) 

22.3 施設畑 

施設畑において多く採用されているかんがい方法は、頭上又は地表定置式が主であり、①マイクロ

スプリンクラー（ミスト法及び小ノズル法）、②点滴かんがい及び③多孔管かんがいがある。多目的

利用としては混入器を利用した液肥施用が行われている事例が多い。 

ミスト法は、さし木の育成等に適しており、湿度センサーによる自動噴霧による高品質、省力化が

可能である。小ノズル法は、ノズルラインをハウス内の高位部に設けて、微細水滴を水平方向に噴射

し、作物の頭上からかん水する方法（観葉植物、野菜）と地表面に設置して株元にかん水する方法（切

り花）がある。 

参考文献 

1）農林水産省農村振興局：土地改良事業計画設計基準 計画「農業用水（畑）」、農業土木学会、pp.171～175（2015） 

2）森永邦久・島崎昌彦・草塲新之助・星典宏：カンキツ生産の新しい技術・マルドリ方式－その技術と利用－、（独） 

農業・生物系特定産業技術研究機構 近畿中国四国農業研究センター（2005） 
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23．畑地における土層改良 
（基準 第 3章 3.9 関連） 

 

畑地の土層改良は、有効土層の保持と良好な透水性を確保するために行うが、有効土層の厚さに

関しては耕地の利用形態や作物種によって異なるため、地域の実情に合わせて目標を定める必要が

ある。以下に、有効土層厚に関する様々な指標値について示すとともに、土層改良の新工法事例に

ついて記述する。 

 

23.1 有効土層厚に関する様々な指標値 

① 畑作物の根圏域は、表-23.1 に示すように浅根性、中根性、深根性に分類されるので、これ

を参考に有効土層の目標厚さを定めるが、畑のほ場整備地区内で単一の作物が栽培されること

は稀である。したがって地区の営農計画における主要な作物種を対象に有効土層の厚さの目標

を定めることになるが、これよりさらに深根性の作物が含まれることも考慮して深めに設定す

ることが望ましい。 

 

表-23.1 畑作物の根圏域注1）の深さ 

根  系 作      物      名 

浅根性の作物注2） 
ばれいしょ、なたね、こんにゃく、たばこ、きゅうり、かぼちゃ、いちご、ね

ぎ、アルサイククローバー 

中程度の作物注3） 
小麦、大麦、大豆、そば、とうもろこし、ピーマン、セルリー、ほうれんそう、

オーチャードグラス、シロクローバー、アカクローバー 

深根性の作物注4） 
えん麦、ソルガム、らっかせい、トマト、なす、えんどう、さといも、にんじ

ん、はくさい、キャベツ、レタス、トールフェスク、アルファルファ 

注 1）根圏域とは、根の内部、根の表面、根の近傍の土壌を指す。 

2）おおむね 20cm 以内の浅い層に根系の大部分が存在するもの。 

3）１m以上に達する根もあるが、大部分は中位層以上に集中するもの。 

4）根系が深層まで発達し、1m 程度まで達するもの。 

資料：「農学大事典」、「野菜園芸大辞典」、「蔬菜園芸ハンドブック」、「農業技術大系」、「食

用作物学」、「平成 14 年度北海道農業研究センター評価委員会報告」 

 

② 有効土層の定義は、「改訂5版 農業土木標準用語事典（（社）農業土木学会、2003）8.圃場

整備」によると、「農地の土壌において、植物根が容易に伸長し、養分を吸収しうる土層。土壌

の硬さ、土性等の物理的性質がこの条件に適している土層で、概ね、ち密層、礫層までであり、

作土よりも厚い。圃場として好ましい厚さは 30cm 以上。」となっているが、地目別に作土及び

主要根群域の改善目標を定めた表-23.2（地力増進法に基づく農林水産大臣通知）を参考に、主

要根群域の改善目標値を有効土層の厚さとして設定するのが望ましい。樹園地の主要根群域（根

域）が最も深いが、普通畑でも根菜類を対象にする場合は樹園地と同程度の深さが必要となる。 
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表-23.2 地力増進基本方針に示された有効土層に関連する改善目標 

地 目 改 善 目 標 

水 田 
作 土 の 厚 さ：15cm 以上 

主要根群域注1） ：地表下 30cm までの土層 

普通畑 
作土の厚さ：25cm 以上（根菜類では 30cm 以上、特にごぼう等では 60cm 以上） 

主要根群域：地表下 40cm までの土層 

樹園地 
主要根群域の厚さ：40cm 以上 

根 域注2） の 厚さ：60cm 以上 

注 1）主要根群域とは、細根の 70～80％以上が分布する範囲であり、主として土壌の化学的性質に関する項目（pH、

陽イオン交換容量、塩基状態、有効態リン酸含有量及び土壌有機物含有量）を改善する対象。 

2）根域とは、根の 90％以上が分布する範囲であり、主として土壌の物理的性質に関する項目（最大ち密度、粗

孔隙量及び全容易有効水分保持能）を改善する対象。 

 

③ 各都道府県では、地域の実情に合わせた土壌診断基準を定めている場合が多くなっている。

そこでも作土及び有効土層の深さが診断項目として含まれ、かつ、地目（作物種）をさらに細

分しているので、ほ場整備の土層改良で土づくりを考慮するためにも大いに参考となる。ここ

では北海道の事例を表-23.3（「北海道施肥ガイド」北海道農政部、2002）に示す。 

 

表-23.3 北海道の土壌診断基準で示された有効土層に関連する項目 

項 目 水 田 普通畑 野菜畑 花 き 樹園地 草 地 

作土の深さ（ c m） 15～20 20～30 20～30 30 30 以上 10～30 注 2）

有効土層の深さ（cm） 50 以上 50 以上 40 若しくは 50 以上注1） 60 以上 60 以上 30 以上注3）

注 1）施設栽培で 40cm 以上、露地栽培で 50cm 以上としている。ただしアスパラガス、ながいも、ごぼうは

100cm 以上。 

2）火山性土と洪積土･沖積土は 20～30cm とし、泥炭土は 10～20cm としている。 

3）草地のみ有効土層ではなく、有効根域の深さとしている。 

 

 

④ 地力保全基本調査では、土地生産性の分級指標の一つとして有効土層の厚さが含まれている。

本調査は、全国の農耕地のほぼ全域について既に調査が完了しているので、畑のほ場整備地区

内に含まれる土壌類型とその生産性分級値（第Ⅰ等級～Ⅳ等級）、分級のための要因項目の一

つである有効土層の厚さ等に関する情報を利用し、地区内の土層改良工法の選択と改良目標の

設定に積極的に活用する必要がある。表-23.4 に地力保全基本調査の土地生産性分級における

有効土層の厚さに関する指標値を示す。 
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表-23.4 地力保全基本調査の土地生産性分級における有効土層の深さ（t：有効土層、単位は cm） 

等級注1） 
水 田 畑 

水 稲 畑作物 普通作物 桑 茶 果 樹 

第Ⅰ等級 50≦t＜100 100≦t 

〃Ⅱ 〃  25≦t＜50 50≦t＜100 

〃Ⅲ 〃  15≦t＜25 15≦t＜50 25≦t＜50 

〃Ⅳ 〃  t＜15 t＜25 

注 1）第Ⅰ等級：正当な収量をあげ、また正当な土壌管理を行う上に、土壌的にみて殆どあるいは全く制限因子あ

るいは阻害因子がなく、また土壌悪化の危険性もない良好な耕地とみなされる土地。 

第Ⅱ等級：正当な収量をあげ、また正当な土壌管理を行う上に、土壌的にみて若干の制限因子あるいは阻害

因子があり、あるいはまた土壌悪化の危険性が多少存在する土地。 

第Ⅲ等級：正当な収量をあげ、また正当な土壌管理を行う上に、土壌的にみてかなり大きな制限因子あるい

は阻害因子があり、あるいはまた土壌悪化の危険性がかなり大きい土地。 

第Ⅳ等級：正当な収量をあげ、また正当な土壌管理を行う上に、土壌的にみてきわめて大きな制限因子ある

いは阻害因子があり、あるいはまた土壌悪化の危険性がきわめて大きく、耕地として利用するに

は、きわめて困難と認められる土地。 

 

23.2 土層改良に関する新工法の事例 

一般に、造成における表土扱いは、ブルドーザー、ダンプトラック、スクレーパー等の大型重機

によって行われるが、これらの重機により土壌が圧縮やこね返しによってち密化しやすい。そのた

め、土層改良により有効土層を厚くし土層を改善する一つの技術として、ローターバケットを用い

た混層耕がある。この工法を採用することで、土層の膨軟化及び軟岩の破壊・除去による土層改良

を行い、表層部と深層部の土層の均一化を図ることで作物の初期生育の向上を目指している。 

 

23.2.1 新工法の概要及び作業工程 

ローターバケットとは、図-23.1に示すように、バックホウ（0.9m3級）に装着されたバケット内

にロータリー式鉄製の羽根を取り付け、これを油圧モーターで回転させ、バケット内の土塊をほぐ

しながら混層を行っていくものである。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図-23.1 ローターバケットの例 

 

ローターバケットの作業工程を図-23.2 に示す事例で説明する。この事例では有効土層として 1m

バケット容量 0.9m3 

全    幅 1.4m 

回 転 羽 根 8 枚 

回 転 数 150rpm 
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程度を確保することを目的としている。 

① 基盤造成：表土を排除し、基盤造成後排水性改良のため、基盤に対して深さ 60cm 程度、リッ

パードーザーの十文字かけによる基盤破砕を行った。 

② 表土戻しと土壌改良資材散布：基盤上に表土を厚さ 1m 程度戻し、ブルドーザーによる整地後

に牛ふん・おが粉厩肥を全面散布した。 

③ 暗きょ排水：暗きょ排水の施工は、表土戻し後に間隔 10m、深さ 130cm、幅 30cm で吸水きょ

の溝を掘削し、直径 10cm の多孔管を埋設後、疎水材として径 20～30mm の砕石を約 30cm 厚にな

るよう投入し、その上に目詰まり防止のためのモミガラを厚さ 15cm で敷き詰めた。 

④ 混層耕：有効土層 1m に対して、ローターバケットによる混層耕の実施。暗きょの埋め戻しを

しながら混層を行った。 

 

① 基盤造成 

 

 

 

 

② 表土戻しと土壌改良資材散布 

 

 

 

 

③ 暗きょ排水 

 

 

 

 

 

 

 

④ 混層耕 

  （ローターバケット） 

 

 

 

 

 

 

図-23.2 土層改良の作業工程 
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23.2.2 新工法による土層改善効果について 

永年作物である茶樹による土層の経年変化を図-23.3 に示す。図からも明らかなように、年数の

経過とともに、根群域を含む有効土層厚が厚くなっている。また、土層別細根数について図-23.4

に示すように、年数の経過とともに、根群の深さが伸長する様子が確認できる。4 年目において、

根群が認められる深さは 55cm から 60cm 程度であり、定植してから 4年目としては順調に伸びてい

るといえる。その他、土壌の物理性、特に気相割合の増加、透水係数の増加、初期生育の促進、早

期成園化、土壌水分消費等からも土層改良効果が認められた。 

土層改良による効果は、ローターバケットによる混層耕による影響が大きいが、暗きょ排水やそ

の後の営農段階での農家による堆肥散布や株間の深耕による効果も加わっている。そのため土層改

良の効果発現には、対象地区の土壌、地形、地下水、営農状況等といった要素が関わってくること

がわかる。 

 

 

図-23.3 土壌断面の変化（黄色土） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図-23.4 土層別細根数（10×50cm 枠内） 
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